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（概要）シンガポールでは、英語及び主要３民族の「母語」を４つ
の公用語とする多言語政策の結果、「母語」とされた華語を習
得できない中国語方言話者の周縁化が進んでいる。本発表では、
人口統計を活用しながら、高齢化が進むシンガポールの中国語
方言話者の抱える問題を明らかにし、今後の方向性を展望する。
１　シンガポールにおける多言語政策
シンガポールは、華人（74％）、マレー人（13％）、インド人（９％）、
その他（３％）の４つの民族からなる多民族国家である。華人が多数
を占める人口構成だけをみれば、華人中心の国民統合が行われても何
ら不思議ではないように思われる。しかし 1965 年の独立時には、民
族政策をめぐる対立等が原因でマレーシアから追放され独立した経緯
があり、インドネシアもマレーシア・シンガポールとの対決政策を打
ち出していた。また、独立前の 1964 年には華人とマレー人との民族
紛争で死者が出るような状況があった。意図せずしてマレーシアから
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の分離・独立を強いられた
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シンガポールが経済開発を実現し、国家と
して生存していくためには、隣国マレーシア・インドネシアから「華
人の国」とみなされて敵視されることを避け、国内では民族紛争の再
発を回避して社会の安定を図ることが不可欠であった。このため、多
数派の華人への同化による統合ではなく、すべての民族を平等に取り
扱う「多人種主義（multiracialism）」が推進されてきた。
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言語政策面では、マレー語を国語と定める一方、実質的には英語の
使用を中心とし、また、英語及び主要な３つのエスニック・グループ
の「母語」とされた華語（中国標準語）、マレー語、タミール語の４
つを公用語とする多言語政策が進められてきた。公立の学校では、英
語を教授語とし、一方で各エスニック・グループに対し母語である華
語、マレー語、タミール語を第二言語として習得させる二言語教育が
実施されている。独立後にこのような言語政策が導入され、国民は英
語と自分のエスニック・グループの母語とのバイリンガルとなること
が期待された。
ここで問題になるのは、エスニック・グループの区分とその母語と
の関係である。各エスニック・グループは、非常に多様な出身地、言
語、文化を持つ小グループから構成されるが、そうした違いを捨象し
て、均質性を持つ集団とみなされ、エスニック・グループに関わる様々
な政策においてひとまとまりに扱われる。言語政策面でも、各エスニッ
ク・グループに対し、実際の構成員が日常使用する本来の母語とは別
にエスニック・グループの「母語」として擬制された言語が指定され、
学校教育を通じてその習得が促されてきた。
２　中国語方言話者の周縁化
華人は最大のエスニック・グループをなすが、その実態は、言語を
異にする極めて多様な出身地ごとの集団の寄せ集めであった。そのほ
とんどは、中国南部沿岸からの移民やその子孫であり、彼らが日常使
用する本来の母語は、福建語、潮州語、広東語などの中国語方言であっ
た。独立前は中国語方言話者が人口で多数を占め、また、特に福建語
は最大の話者を持つ言語であり、共通語として通用していた。1957
年時点では華語話者は総人口のわずか 0.1％に過ぎなかった。
独立後のニ言語教育の下で育った世代の華人は、英語とともに本来
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の母語ではない華語を「母語」として学校で教えられ、また、政府に
よる華語普及キャンペーン（Speak Mandarin Campaign）やメディ
アでの中国語方言の抑制（中国語方言テレビドラマの華語への吹き
替えなど）の効果もあり、英語または華語話者が中心となっている。
中国語方言を家庭で最も話す者は、70 代以上では 59.2％を占めるが、
30 ～ 40 代では 11.2％、20 代以下ではわずか 2.8％を占めるにすぎな
い（2010 年人口統計）。
中国語方言話者の中で、十分な教育を受けられなかった、二言語教
育の普及前の教育を受けて育ったなどの事情から、英語も華語も十分
に習得できなかった人々は、独立後の言語政策の結果、４つの公用語
のうち一つも使うことができない言語マイノリティの地位に甘んじる
こととなった（中国語方言を最も話す者は、他の言語は十分に話せな
い者が多い。）。彼らは、経済活動への参画機会が限定され、社会的に
周縁化されていくこととなった。
2010 年人口統計によれば、家族の多数が中国語方言話者である家
庭は、勤労者がいない家庭が 16.8％、収入 2,500 ドル（全国民の中間
値の半分）未満の家庭が 24.6％と、他の言語の話者の家庭と比べ、圧
倒的に低収入層の割合が高い。また、特に低収入層の中でも、収入1,000
ドル未満が 6.5％、1,000 ドル以上 1,500 ドル未満が 6.0％と、最も低収
入の階層に属する者の割合が高い。中国語方言話者の多くは高齢者で
あり、貯蓄や親族の支援により安定した退職後の生活を送っている者
も含まれると思われるが、中国語方言話者の多数は低所得に甘んじて
いることが想定される。
家族の多数が中国語方言話者である家庭の世帯主の職業は、経営・
管理職が 12.4％、専門・技術職が 20.9％と低く、清掃・人夫が 15.2％
と高くなっている。中国語方言話者は、社会的にも低い地位にあるこ
とが分かる。
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教育面についてみると、家族の多数が中国語方言話者である家庭の
うち、世帯主が「学歴なし」である家庭が 38.9％、最高学歴が小学校
である家庭が 12.0％といずれも高い比率を占める。中国語方言話者の
多くが高齢者であり、その多くはすでに退職していると思われるが、
まだ働いている世代に関して言えば、教育水準が経済的・社会的地位
に直結するシンガポールでは、教育水準の低い中国語方言話者の社会
進出は難しくなるであろう。
このように、人口統計からは中国語方言話者の経済的・社会的地位
の低さが明らかであり、彼らが経済活動への参画機会を奪われ、周縁
化されてきたことがみてとれる。中国語方言話者の地位は、同じ華人
でも華語話者と比較して明らかに低い。また、シンガポールではマレー
人の低い経済的・社会的地位が問題にされることが多いが、人口統計
のいくつかの指標では、中国語方言話者はマレー語話者（大多数がマ
レー人）よりも低い地位にある。マレー語はマイノリティの言語だが
公用語の一つであり、４つの公用語の一つも使うことができない中国
語方言話者の方が、言語のハンディという点からはマレー語話者より
も周縁化されやすいと言えよう。
政府は、欧米諸国のような福祉政策の充実については、財政を悪化
させるとして否定的であり、国庫拠出による年金制度や医療保険制度
を設けないなど、国民の自助努力を基本とする方針を堅持している。
このため、高齢化する中国語方言話者の貧困の問題は一層深刻なもの
になる。
３　中国語方言話者への支援の動き
国家の生き残りのために経済開発を追求する政府は、政治・社会の
安定化を最重視し、言論の自由など国民の政治的権利を極端に制限す
る権威主義的統治体制を維持してきている。しかし、2011 年の総選
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挙では、与党・人民行動党（People’s Action Party）に対する国民の
不満が表面化し、同党が後退した。その結果、政府は、国民の声を聴
く政府への転換をアピールするようになり、大きな政治環境の変化が
もたらされた。この中で、政府が中国語方言を容認する動きがあり、
注目される。
2012 年から 13 年にかけては政府と国民との対話 ”Our Singapore 
Conversation” が実施されたが、この際、４つの公用語に加え、３つ
の中国語方言（福建語、潮州語、広東語）でも意見聴取が実施された。
４つの公用語のいずれによっても自由な意見表明ができない中国語方
言話者への配慮がなされたのである。
また、政府は 2014 年９月から高齢者の生活支援対策（医療費補助
制度）”Pioneer Generation Package” を実施しているが、これに先立っ
て３月に行われたアンケートでは、４割もの高齢者がその内容を理解
していないことが明らかになった。政府は制度の周知を徹底するため
に、４つの公用語に加え６つの中国語方言（福建語、潮州語、広東語、
客家語、海南語、福州語）でビデオ教材を作成し、広報を行っている。
政府はこれまで４つの公用語を基本とする言語政策の中で、中国語
方言を公用語から除外し、その使用を抑制する政策を取ってきた。し
かし、政治環境の変化の中で政府が国民に歩み寄る姿勢を見せ、また、
高齢者の生活支援が重要な課題になる中で、中国語方言話者に対し彼
らの本来の母語でアプローチし支援しようとする動きが出てきている
ことが注目される。
2014 年８月には、新たな高齢者支援対策として、公共住宅の居住
権の一部買戻し・現金化による支援措置が発表された。自助努力を基
本とする政府は、新たな財政負担を伴わない措置として、このような
金融工学的な手法を編み出したわけであるが、こうした難解な内容の
支援措置は、特に低学歴の高齢者が理解することは難しいであろう。
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今後、言語政策により周縁化された中国語方言話者に対し、生活支
援対策の充実とあわせ、それを理解してもらうための言語面での支援
がさらに重要になると考えられる。
４　まとめ
シンガポールでは、華人とマレー人との経済的・社会的格差が問題
とされるが、人口統計を用いた分析の結果、中国語方言話者の華人が、
マレー人や華語話者の華人と比較しても、経済的・社会的に低い地位
にあることが明らかになった。社会の高齢化の進行により、高齢者の
高い割合を占める低学歴・低収入の中国語方言話者に対しては、生活
支援措置の充実とあわせて、支援内容の周知が一層重要な課題になる。
シンガポールの言語政策は、極めて多様な言語集団の言語を４つの
公用語に集約し、切り替えていく作業であったが、このプロセスはま
だまだ続いており、過渡期にある。世代交代によって将来的には中国
語方言話者の比率は減少していくと予想されるが、当分の間、高齢者
の大きな割合を占める中国語方言話者に手を差し伸べていくことが必
要である。政府は４つの公用語による多言語政策の基本方針は変えな
いとしているが、その中での柔軟な対応が求められよう。
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